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近年、 政府の研究開発資金の 中で、 いわゆる競争的資金 ( 大学や研究機関を 対象とした主として 提案公募型の 研究助成金 ) 
に関する注目が 高まっている。 本研究においては、 いわゆる産業技術シーズ 発掘を目的とした NEDO 技術開発機構 ( 新 エネ、 

ルギー，産業技術総合開発機構 ) における「産業技術研究助成制度」と、 学術研究振興を 目的とした学術振興会の 科学研究費 
補助金の配分状況について 比較し、 それらの配分の 特徴等につき 整理するとともに、 特に前者の今後の 課題について 検討を行 
った。 
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1 . はじめに 

近年、 我が国政府の 研究開発資金の 中で、 いわゆ 独創的かっ革新的なテーマを 選定し 、 優れた提案を 

る競争的資金 ( 大学や研究機関を 対象とした主とし した若手研究者等に 助成金を交付するものであ る。 
て 提案公募型の 研究助成金 ) に関する注目が 高まっ ここでは、 若手とは「 3 5 歳以下若しくは 助手、 講師 

ている。 これらの資金の 最大の特徴は、 大学等の研 の職になるもの ( 大学の場合 ) 」とされている。 

先考個人あ るいは集団に、 その提案の内容に 応じ 1 て 一方、 科学研究費補助金 ( 科研 費 ) は、 文部科学 

研究資金が配分される 点にあ り、 研究者にとっての 省により運用されてきたもので、 人文・社会科学ま 
大きなインセンティブになる 点であ る。 また、 その であ らゆる分野で、 独創的，先駆的な 研究を発展さ 

選定プロセスは 公正かっ見識を 有する第 3 者により せることを目的としており、 大学等の研究者又は 研 

行われることが 重要であ る。 究者 チームから研究テーマを 公募し、 研究分野の動 

NEDO 技術開発機構 ( 独立行政法人 新 エネ、 ルギ 向に即して、 ピア・レビュ 一により特に 重要なもの 

一 ・産業技術総合開発機構 ) においては、 「産業技術 を選定し、 研究費を助成している。 萌芽期の研究か 

力強化の観点から、 競争的資金を 活用して大学・ 独 ら最先端の研究まで、 多様なメニュ 一で研究者を 援 
立行政法人等の 若手研究者が 産業応用を意図した 研 助しており、 平成 1 4 年度に新設された「若手研究」 
究 開発に取り組むことにより、 産業界のニーズや 社 では、 「 3 7 歳以下の研究者が 一人で行う研究」とさ 
会のニーズに 応える産業技術シーズの 発掘や産業技 れている。 

  術 人材の育成を 図る」ことを 目的として、 「産業技術 ここで NEDO 産業技術助成制度と 科学研究費 補 

研究助成制度 ( 以下「 産技 助成」と略す ) 」を運用し 助金の配分状況等を 比較することにより、 両制度の 
ている。 これは、 NEDO が、 大学・独立行政法人 特徴や今後の 課題が浮かび 上がるものと 考え、 本所 

等において取り 組むことが産業界から 期待される課 究を実施した。 
題を提示した 上で、 大学・独立行政法人の 若手研究 
者 又は若手研究者チームから 研究テーマを 公募し 、 2. 配分状況について 

*  独立行政法人 NEDO 企画調整部 企画調整課長 
""  独立行政法人 NEDO 企画調整部 企画調整 課 

      独立行政法人 NEDO 研究開発推進双 研究開発企画課 

2 一 1. 配分対象機関について 

まず、 両制度における 配分対象機関について 比較 
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を行った。 [ 表 1 一 1 コ に 示すとおり、 「 産技 助成」 

においては、 最大の配分対象は 産業技術総合研究所 
であ り、 次いで、 いわゆる 旧 帝大系の国立大学が 多 

くの案件が採択されている。 一方、 俵 1 一 2U に示す 
とおり、 「科研 費 」においては 旧 帝大系の国立大学が 

上位を占めている。 また、 上位 1 5 位までの配布 対 

象 機関を見ても、 両制度の配分対象は 産総研を除け 
ば概ね同様の 傾向となっている。 「 産技 助成」におい 
て産総研の比率が 高くなっている 理由は、 ひとつに 

は応募件数が 多いことが挙げられようが、 制度の目 
的が「産業界のニーズ 等に応えること」であ ること 

から、 産 総研に一日の 長があ ることも事実と 考えら 
れる。 一方、 両制度のいわゆる「競争率」を 見ると、 

「 産技 助成」が 4 年間通算して 約 5 倍程度であ るの 
に対し、 「科研 費 」では約 2 倍強であ る。 更に、 「 産 

技 助成」の採択上位機関の「採択率 ( 応募件数に占 
める採択件数の 比率 ) 」が約 2 2 ～ 3 0% 程度であ る 

のに対し、 「科研 費 」では約 3 0 ～ 4 0% 程度であ る 

ことを考慮すれ ば 、 旺 盛な研究需要に 対応するため 

には「 産技 助成」の予算枠の 更なる拡大が 必要では 
ないかと考えられる。 

また、 両制度は予算規模が 大きく異なるため、 採 
択 件数も「 産技 助成」で年間約 1 0 0 件、 「科研 費 」 

で約 2 1 0 0 0 件という開きがあ ることには留意が 

必要であ る ( また、 科研費は理工学以覚の 分野にも 

配分されている ) 。 

[ 表 1 一 1] 産技 助成の配分対象件数上位機関 

( 平成 1 3 ～ 1 5 年度累計 ) 

● 産技 助成採択件数上位 15 機関 

  山口大学   

14 独立行政法人物質・ 材料研究機構   

[ 表 1 一 2] 科研費の配分対象件数上位機関 
( 平成 1 3 ～ 1 5 年度累計 ) 

●科研 費 採択件数上位 15 機関 

几可立 機関名称 採 '" 。 数 
計 

2 一 2. 配分対象分野について 

悩 2 一 1] 及び 偶 2 一 2U は両制度の配分対象 分 
野を示したものであ る。 

市制度はこの 点では大きく 異なっており、 「 産技 助 
成」ではエネルギ 一関係 ( 約 3 3%) 、 材料分野 ( 約 

1 8%) 及び融合分野 ( 約 1 6%) が大きな比率を 
占めているのに 対し、 「科研 費 」においてはライフサ 

イエンス分野が 半分近く (4 7%) を占めている。 
この背景には、 科研費の配分対象機関として 医療関 
係の国立機関が 相当の比重を 持っていることも 関係 
していると考えられる。 市制度を通じて、 いわゆる 
I T . 情報関係や機械関係への 配分件数はそれほど 
大きなものとなっていないが、 この原因については 

更に詳しく検討する 必要があ ろう。 
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悩 2 一 1] 産技 助成の配分対象分野 

バイオテクノロジー 

分野 
l2% 

れば 3 5 歳未満の研究者への 配分額は全体の 5% 以 
下に過ぎない。 また、 研究テーマ 1 件あ たりの配分 

額についても、 「 産技 助成」が 3 年間で年間約 3 0 0 

0 万 ～ 4 0 0 0 万円であ るのに対し、 「科研 費 」では 

年間約 3 5 0 万円程度であ る。 これからすれば、 「 産 

技 助成」の助成対象者はかなり 恵まれた研究環境を 

                                          期待も自ずと 大きなものとなると 言えよう。 
材料，プロセス。 *iI は Ktti 分外 

技術分野 Ⅰ 田牡舛 Ⅰ・ 寅汀技 % 分 俺 なお、 「科研 費 」においても 若手研究者を 専ら支援 
l8 Ⅱ ⅠⅡ Ⅰエネ 宙 l ・ 領蜥 レ ギー・ ・口合・ 砧仮 % 杜甫 分外 分荻 する制度が平成 1 4 年度より設置されてお り 3 6   

1 件の研究に対する 助成がなされている。 1 件あ た 

りの平均助成額は Q 2 0 万円となっており、 かなり 

技術分野 
若手へのインセンティブが 付与された形での 制度と 

  なっていることが 判る。 

悩 2 一 2] 科研費の配分対象分野 
悩 3 一 1] 産技 助成の年齢分布 (H12 ～ 14 累計 )   

20 球以上 25% 未済 

Ⅰ 朋憶 海妃 
50 億以上   

こ ナノテク . が 携 4R 技 以上 50 車未済 
Ⅰ ヱ ネルギ -   技 以上 30 車未済 

駝伍 : 老き 至浮 40% 以上 45% 未 

。 フ " ノ ブ " ア   
Ⅰ人文杖 ウ   

35% 以上 40% ま 
24 Ⅹ 

4l 光 

平成 14 年度予算額Ⅱ 703 億円 

    輯宇 研究 丑窩肋黄理 公比準は当初理分 荻に捷 づく 比簗 による ) 
内城市 ぬべ ( 平成 l5 年 3 月 ) 

2 一 3. 助成受給者の 年齢分布 4 2 配分メカニズムの 比較 

「 産技 助成」の最大の 特徴は、 配分対象を「若手 競争的資金の 配分メカニズムは、 その制度の趣旨 

研究者」に限定したことであ ろう。 実際の助成受給 と直結する重要な 要素であ る。 市制度とも有識者か 

者の年齢分布は 俵 3 一 1] のとおりであ り、 35 歳未 らなる ピア レビューを基に 厳密な書面審査が 行われ 

満の層が 55% と過半数を占めている。 一方で、 科 ている。 

研費は ついては、 助成対象者の 年齢データは 公表さ 「 産技 助成」においては、 ピアレビュー ア ・審査 
れていないようであ るが、 内閣府が提示している 政 委員として大学・ 公的研究機関の 専門家に加え、 産 

府全体の競争的資金の 配分対象研究者の 年齢分布で 業界の技術者・ 研究者が含まれており、 産業側から 

近似すれば ( 政府の競争的研究資金の 相当部分が科 見た提案の評価 ( 産業応用に関する 評価 ) について 

研 費 であ ることを考慮すれば、 概ね傾向は一致する も審査の重要な 要素となっている。 一方、 「科研 費 」 

ものと考えられる。 ) 、 半分以上が 50 歳 以上の シニ においては、 ピ プレビュー ア ・審査委員は 大学・ 公 

アな 研究者に配分されている。 また、 政府全体で見 的 研究機関の専門家がほとんどすべてを 占めており、 
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平成 1 5 年度の理   ビ 単糸分野の審査委員においては 

産業界の技術者・ 研究者は含まれていない。 

更に、 「 産技 助成」においては、 審査基準中に「民 

間企業との共同研究を 行う場合には 評価が高くな 
る」との条件が 付されており、 実際に、 これまで 4 

0 6 件の採択案件のうち、 約 8 割の 3 2 3 件が企業 
との連携を伴うものとなっている。 このように、 「 産 

技 助成」においては 産業応用の視点が 強く意識され 
ており、 今後、 これらの案件の 研究終了後に 事後評 
価が行われる 際にも、 こうした点が 重要な要素とな 
ってくるものと 考えられる。 「科研 費 」においては、 

その主たる目的が 学術研究の振興にあ るためか、 こ 

のような条件は 付されていない。 

また、 「 産技 助成」においては、 標準的な研究助成 
期間は 3 年 ( 以内 ) となっているが、 これまでに実 

施された案件の 中で極めて高い 技術的評価、 実用化 
吋 龍佳。 f; 価をうけているもの 1 2 件については、 5 

年間に延長されている。 こうした運用の 柔軟性につ 
いては基本的に 高く評価されるものであ るが、 今後 
は、 国民一般へもこうした 有望案件に関する 積極的 
な情報発信を 行い、 国の研究開発に 対する国民一般 
の 理解を深める 努力が不可欠であ ろう。 
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現在、 競争的資金に 対する注目が 高まっている 背 

景には次のような 要素があ るものと考えられる。 

1)  我が国の経済活性化を 実現する手段の 一つ 

として大学 発 ベンチャ一等の 振興が急務とな 

っており、 新産業創出の「 核 」として大学の 研 
究 に対する期待が 高まっていること。 

2)  特にハイテク 分野の研究においては、 「工学 

(engineering) 」が「理学 (science) 」の領域 
に近接し、 大学の理論的バックバラウンドが 企 

業の研究開発の 高度化に不可欠のものとなっ 
てきていること。 また、 数多い大学研究者の ポ 

テンシャルを 掬い上げる観点から 提案公募型 

で実施される 競争的資金のメカニズムは 適合 
していること。 

3)  地方の大学・ 研究機関などの 研究者がそれ 
ぞれに地域の 産業界・社会のニーズを 反映した 

研究を実施しており、 それらの中から 革新的技 
術シーズが誕生することが 期待されること。 
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ア ンド方式による 産学連携開発事業 ( 大学連携成果 

推進事業 ) 」は、 大学等の研究技術シーズを 産業界で 
の実用化・事業化することを 目的に、 NEDO と日 

本学術振興会 (J SPS) が共同で公募・ 選定を行 
ったものであ るが、 採択案件中に、 山形大学の城戸 
教授、 パイオニア株式会社、 大日本印刷株式会社に 
よる「フレキシブル 有機 EL ディスプレイ」の 開発 

があ り、 これは産学官の 連携により、 競争的資金か 
ら企業化レベルまでの 研究が進展した 好例であ る。 

今後、 このような事例が 多く出現してくることが 期 
侍 される。 

3. 最後に 

我が国においては、 これまで相対的に 競争的資金 

という制度は 科研 費 による学術研究支援のためのも 
のに集中してきた。 しかしながら、 今後は、 前述 (2 
一 5) のような観点から 産業界からもいっそうその 

有効活用が求められてくるものとなると 思われる。 
すなね ち、 今後の政府の 研究開発支援制度の 中で 

競争的資金により 開拓された技術シーズを 更に応用 
開発，実用化開発の 段階にっなげていくためのメカ 
ニズムが求められよう。 NEDO としては、 今後その 

ようなメカニズム 構築に向けて 本研究をさらに 高度 

化していく考えであ る。 
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